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一人ひとりの平和の願いをもとに行動する平和NGOです
「平和新聞」（旬刊）、「平和運動」（月刊）発行中
http://j-peace.org/

「日本政府に核兵器禁止条約の署名・批准を求める署名」
「憲法改悪を許さない全国署名」 にご賛同ください。

世界に広がる
　全世界で反戦運動が広がっています。3月2日の国連総会緊急特別
会合は、ロシアを非難し即時撤退を求める決議を圧倒的賛成多数で
採択しました。しかしロシアはこれらの声を無視して無差別攻撃を
拡大し、多数の市民を犠牲にしています。とりわけ、核兵器による
威嚇を強め、チェルノブイリ原発や稼働中の原発を攻撃・占拠した
ことは、人類の生存を脅かす暴挙です。
　戦争を止める力は、何よりも「戦争反対」の世論です。弾圧下に
あっても反戦の声を上げるロシア市民にも連帯し、世論でプーチン
大統領を包囲しましょう。

　ロシアのウクライナ侵略を口実に、自民党や維
新の会内から「敵基地攻撃能力を保有し、日米同
盟強化を図るべき。そのためにも改憲を」「非核
三原則を見直し核兵器持ち込みを」「米国の核戦
力の共有を」などという主張が出ています。
　しかし核と軍事で対抗すれば、周辺国も核軍拡
を進め、戦争の危険を高めます。軍事対抗を重ね

た先にあるのは破滅だけです。とりわけ戦争で核
兵器の悲惨さを経験した日本の政府こそ、「核兵
器をなくせ、決して使ってはならない」と声を上
げるべきです。核兵器の開発・製造・保有・使用
のみならず核兵器による威嚇も全面禁止する核兵
器禁止条約を批准し、武力の行使を禁じた国連憲
章と憲法9条にもとづく外交を行うべきです。

　2月24日、ロシア軍がウクライナに侵略を開始しま
した。ロシアがどんな理由を並べても、他国への武力
による威嚇や武力行使を禁じた国連憲章第2条4項に違
反する侵略行為であり、正当化できません。

改憲ではなく「核兵器使うな」を
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※署名用紙は日本
平和委員会HPから

NoWar 声を上げよう
▼街頭で戦争反対の意思を示そう
▼ロシア大使館へ届けよう
FAX：０３（３５０５）０５９３
E-mail：tokyo@mid.ru
▼TwitterなどSNSで 
戦争反対、NoWar、
нетвойне、Противійни
とつぶやこう
　日本平和委員会の抗議行動は
　Twitterなどで随時更新
▼カンパ
UNHCR（国連難民高等弁務官事務
所）がウクライナからの避難を強い
られる人々への人道支援を呼びかけ
ています。　
https://www.japanforunhcr.org/campaign/ukraine
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即時撤退を


